
10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

137

0

57

137

⑤(増減額)

137

事業
概要

 137

 

現状と
背景

社会福祉業務に関する事務費および管理費

社会福祉業務に関する事務費および管理費

福祉課配備の公用車１台分の維持管理経費

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

137

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

80

137

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

80

福　祉　課

社会福祉管理費

単独

所管課

0

57

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

189

0

6

194

⑤(増減額)

194

事業
概要

 189

 

現状と
背景

戦没者追悼式の実施、戦傷病者手帳・戦没者遺族弔慰金受付等に関する
事務費

戦傷病者・戦没者遺族援護事務を行うことにより戦傷病者・戦没者遺族へ
の福祉向上を図る。

� �主な行事 ４月　玉榮丸爆発事故慰霊献花式 １０月　境港市戦没者追悼式

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

194

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

191

189

5  

 

5

国

8

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

183

福　祉　課

戦傷病者・戦没者遺族援護

補助

所管課

0

3

0

▲ 3

増減

その他

⑥－①

5



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

62

0

36

72

⑤(増減額)

72

事業
概要

 62

 

現状と
背景

民生委員推薦会　３年に1度の一斉改選のほか、欠員補充の際にも推薦会
を召集して、民生委員候補者の推薦を行なう。

民生委員推薦会　民生委員候補者を適任と認めるかを審議する。

一斉改選以外の年にも辞職者が出るため、推薦会を開催している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

72

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

36

62

10  

 

10

国

10

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

26

福　祉　課

民生委員推薦会

補助

所管課

0

36

0

0

増減

その他

⑥－①

10



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

1,406

0

▲ 6

642

2,048

⑤(増減額)

2,048

642

事業
概要

 1,406

 

現状と
背景

経済、夫婦関係、離婚、家庭内暴力、ＤＶなど女性のさまざまの相談に応
じ、問題解決の指導、助言を行う。

指導、助言を通じて相談者の問題解決を図るとともに、ＤＶ防止法に基づ
き、ＤＶ被害を受けている女性を保護する。

ＤＶに対する社会的関心が高まる中、ＤＶ等に関する相談が増加している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

2,048

 

 

社会福祉総務費

642

当初要求　②

前年度

①

2,051

1,406

 

 

国 639

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,412

子育て支援課

婦人保護費

補助

所管課

0

▲ 3

3

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

1,200

0

0

0

1,200

⑤(増減額)

1,200

事業
概要

1,200

 0

 

現状と
背景

一時的に経済的困窮状態にある者を救済するために社会福祉協議会が行
う緊急小口貸付の原資を貸し付ける。

社会福祉協議会が行う緊急小口貸付の原資を貸付し、一時的緊急的に経
済的に困窮状態にある人への自立を支援する。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

1,200

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

1,200

1,200

0

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 1,200

0

福　祉　課

福祉資金貸付事業

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

40

0

21

40

⑤(増減額)

40

事業
概要

 40

 

現状と
背景

鳥取県西部地震被災者に対する災害援護資金貸付金の利子補給事業

鳥取県西部地震被災者に対する災害援護資金貸付金の利子補給を行うこ
とにより、被災者の住宅再建にかかる経済的負担の軽減を図ることを目的と
する。

平成１２年１０月の鳥取県西部地震に被災された方が住宅再建を行う際に
利用された災害援護資金貸付金についてその一定期間その利子補給を行
うことにより経済的負担の軽減を図る。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

40

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

19

40

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

19

福　祉　課

災害援護資金利子補給事業

�単独

所管課

0

21

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

2

0

▲ 1

0

2

⑤(増減額)

2

事業
概要

2

 0

 

現状と
背景

　障害者福祉の推進を願う市民などからの寄附金等を、障害者福祉基金に
積み立てるものだが、当初予算では、基金の運用収入（預金利子）のみを

�計上している。

　障害者福祉への指定寄附金等を障害者福祉基金に積み立て、境港市で
の障害者福祉の推進を願う市民等の意思の尊重と障害者福祉関連事業の
安定的な実施を図る。

　境港市障害者福祉基金は、障害者の福祉事業に充てるため昭和５６年度
�に設置している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

2

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

3

2

0

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 3

0

財　政　課

障害者福祉基金積立金

単独

所管課

0

▲ 1

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

51,342

0

865

10,285

143,908

⑤(増減額)

143,908

10,285

事業
概要

 86,634

 

現状と
背景

保険税軽減などの制度に基づき、一般会計から国民健康保険費特別会計
に対する繰出金

保険税軽減などの制度に基づき、一般会計から国民健康保険費特別会計
に対する繰出

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

178,694

 

 

社会福祉総務費

10,285

当初要求　②

前年度

①

139,965

51,342

81,775  

 

82,281

国

79,182

10,306

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

50,477

市　民　課

国民健康保険費特別会計繰出金

補助

所管課

0

3,943

▲ 21

3,099

増減

その他

⑥－①

82,281



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

2

0

0

2

⑤(増減額)

2

事業
概要

 2

 

現状と
背景

全国婦人相談員連絡協議会の会費

全国婦人相談員連絡協議会（婦人相談員の全国ネットワーク）に加入し、
婦人相談員同士の情報交換を図るとともに、研修会等に参加することにより
スキルアップを図る。

婦人相談の増加、内容の複雑化等により、婦人相談員のスキルアップが求
められている。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

2

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

2

2

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2

子育て支援課

全国婦人相談員連絡協議会会費

単独

所管課

0

0

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

5,288

121,343

5,288

▲ 12,580▲ 2,722

5,280

131,978

⑤(増減額)

▲ 2,722134,700

5,280

事業
概要

5,288

 124,065

 

現状と
背景

社会福祉業務に携わる職員の人件費

 社会福祉業務に携わる職員の人件費
事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

134,700

 

 

社会福祉総務費

5,280

当初要求　②

前年度

①

139,589

5,288

124,065

67  

 

67

国

96

5,570

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 0

133,923

福　祉　課

社会福祉事務人件費

単独

所管課

0

▲ 7,611

▲ 290

▲ 29

増減

その他

⑥－①

67



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

18,481

0

▲ 62120

18,481

⑤(増減額)

12018,361

事業
概要

 18,552

 

現状と
背景

境港市社会福祉協議会の職員（対象職員５名）の人件費の８割補助。

社会福祉協議会の職員（対象職員5名）の人件費の8割を補助することによ
り社会福祉協議会の運営体制の安定化をはかりもって地域福祉の増進に
寄与する。

平成２０年度に社会福祉協議会による「地域福祉活動計画」が策定された。
今後、境港市の「地域福祉計画」と連動して地域福祉の推進を図っていく。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

18,552

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

18,543

18,361

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

18,543

福　祉　課

社会福祉協議会補助金

�単独

所管課

0

▲ 62

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

1,000

0

▲ 200

1,000

⑤(増減額)

1,000

事業
概要

 1,200

 

現状と
背景

民生児童委員協議会が行う活動を支援するため研修事業等の運営費等を
助成する。

市内の民生委員・児童委員（主任児童委員）で組織する民生児童委員協
議会の運営費助成を行うことにより地域での援助を必要とする人への支援
体制の充実、住民福祉の増進のための活動を円滑に実施することに寄与
する。

�平成２０年１２月現在　　民生・児童委員　７２人 　　　　　　　　　　　　主任児
童委員　　１３人（欠員１）

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

1,200

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

1,200

1,000

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

1,200

福　祉　課

民生児童委員協議会助成金

�単独

所管課

0

▲ 200

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

2,296

0

134

3,467

⑤(増減額)

3,467

事業
概要

 2,296

 

現状と
背景

�①被保護世帯への夏冬の見舞金の支給 ②被保護世帯の児童・生徒、障
害のある児童・生徒への進級準備金の支給

被保護世帯等に対し、出費がかさむ時期に支援する。
事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

3,467

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

3,266

2,296

1,171  

 

1,171

国

1,104

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

2,162

福　祉　課

法外援護扶助費

補助

所管課

0

201

0

67

増減

その他

⑥－①

1,171



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

197

10

16

▲ 3

207

⑤(増減額)

207

事業
概要

197

 10

 

現状と
背景

�①身元不明などの無縁仏を火葬し、市営墓地に仮安置する。 ②旅行中の
財布紛失など、旅費困窮者に、旅費を支給する。

�①身元不明等引取り手のない死体を処理する。 ②旅費困窮者を支援す
る。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

207

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

194

197

10

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他 181

13

福　祉　課

行旅死病人等扶助費

 

所管課

0

13

0

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

0

0

0

0

⑤(増減額)

0

事業
概要

 36

 

現状と
背景

65歳以上の一人暮らし高齢者等に対して、平成23年5月31日に設置期限
を迎える住宅用火災警報器の設置を行う。

平成23年5月31日に設置期限を迎える住宅用火災警報器の設置の義務化
に向けて、設置促進のＰＲを行うとともに、火災予防の観点から高齢者の住
環境を改善し、在宅生活の継続を推進する。

一人暮らし高齢者等は、体力的に虚弱であるため、火災警報器の設置が
難しいことが予想されるため、機器の設置支援まで行う必要がある。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

36

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

0

0

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

健康長寿課

一人暮らし高齢者等火災警報器設置促進事業

 

所管課

0

0

0

0

増減

その他

平成21年12月から申請開始。申請者
のうち設置希望者に対しては、職員
が火災警報器設置を行う。設置がで
きない高齢者に対し、機器の配布か
ら設置までの支援を行う。

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

0

0

0

2,884

2,884

⑤(増減額)

2,884

2,884

事業
概要

 0

 

現状と
背景

　生活保護の住宅扶助基準額を限度額として、最長６ヶ月まで、家賃相当
�額を「住宅手当」として支給する。 　対象者は、２年以内の離職、住宅の喪

失、月収や預貯金が少ないことなど、一定の条件を満たす者。

　住居を喪失した又は喪失のおそれがある離職者に対し、住居の確保を支
援する。

　昨秋から、雇用情勢の悪化などにより、失業とともに住居を喪失する者が
�増加した。 　このため、２０年１２月から、ハローワークによって、生活費の貸

付や住居のあっせんを内容とする施策が実施されたが、６ヶ月を限度とする
�ものが多かった。 　続いて、２１年１０月から、社協による生活費の貸付とし

て「総合支援資金」が、市による家賃の給付として「住宅手当」が実施される
�予定である。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

3,500

 

 

社会福祉総務費

3,500

当初要求　②

前年度

①

0

0

 

 

国 0

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

福　祉　課

住宅手当緊急特別措置事業

 

所管課

0

2,884

2,884

0

増減

その他

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

135

0

135

135

⑤(増減額)

135

事業
概要

 135

 

現状と
背景

�平成２３年度からの境港市地域福祉計画を作成する。 市民へのアンケート
調査などを基に、各種団体等から選出した策定委員が内容を検討する。

�地域福祉計画の作成を通じて、市内の関係団体などとの連携を深める。
市民へのアンケートを通じて福祉サービスの周知を図るとともに、福祉への
関心を高める。

社会福祉事業法の改正により市町村は地域福祉計画の作成が規定され
た。この規定は平成１５年４月より施行され、境港市でも平成１６年度から平
成２２年度までの７年間の計画を作成している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

135

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

0

135

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

福　祉　課

境港市地域福祉計画策定事業

Ｂ

所管課

0

135

0

0

増減

その他
事務を補助する職員を１人雇用、ア
ンケート調査などの事務経費も含め
て緊急雇用対策事業を活用する。

⑥－①



10

3

1

1

今年度
見直し
事 項

3

0

3

3

⑤(増減額)

3

事業
概要

 3

 

現状と
背景

社会福祉協議会所有のマイクロバスを利用するために、「団体会費」として
年３，０００円を負担する。

社会福祉協議会所有のマイクロバスを利用するため

平成２１年度は福祉課、健康長寿課、地域振興課(人権政策室)、貿易観光
課、生涯学習課が利用している。

事業
目的

要求段階 予算計上

追加要求等

財政課長内示

⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長調整 市長査定

会計

款

項

目

事業名

一　般　会　計

民　生　費

社会福祉費

補助単独の別

3

 

 

社会福祉総務費

当初要求　②

前年度

①

0

3

 

 

国

事業費

財
源
内
訳

一般財源

県

市債

その他

0

福　祉　課

社会福祉協議会バス団体会費

 

所管課

0

3

0

0

増減

その他

⑥－①


